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 2024 年３月 27 日 

 

三田市民病院と済生会兵庫県病院の再編統合による 

急性期医療の確保に関する連携協約の締結 

                  

１.経緯・趣旨 

北神・三田地域の急性期医療を確保するため、三田市民病院と済生会兵庫県病院が再編

統合して新病院を整備するにあたり、2023 年３月 31 日に、神戸市、三田市、三田市民病

院、済生会兵庫県病院の四者で、必要な基本的事項について定めた基本協定を締結しまし

た。 

新統合病院の整備候補地が神戸市域であることから、神戸市および三田市が連携して、

円滑に事務を執行する必要があるため、このたび、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 252 条の２第１項の規定に基づき、北神地域において、三田市民病院と済生会兵庫県病

院の再編統合による急性期医療の確保のため、神戸市と三田市が連携して事務を執行する

ための役割分担を定める連携協約を三田市と締結しました。 

 

２．連携協約締結日 

 2024 年３月 27 日（水曜） 

 

３. 連携協約で定める役割分担 

 別添の連携協約書のとおり 

 

４. 告示日 

2024 年３月 27 日（水曜） 

 

（参考）これまでの経緯 

2023 年３月 31 日  神戸市・三田市・済生会兵庫県病院・三田市民病院による「三田市民

病院と済生会兵庫県病院の再編統合に係る基本協定」の締結 

2023 年５月 24 日  三田市との連携協約の締結にかかる協議に関する議決（附則に定める
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施行期限：2023 年 7 月 31 日） 

         ※ 三田市長選の結果を受けて、施行期限までの締結に至らず 

2023 年 12 月 20 日 三田市長が神戸市長を訪問。三田市より再編統合に向けた取組みの再

開要請 

2024 年２月 21 日 三田市との連携協約の締結にかかる協議に関する議決（附則に定める

施行期限の変更：2024 年３月 31 日） 



 三田市民病院と済生会兵庫県病院の再編統合による急性期医療の確保に関す

る連携協約 

 

三田市（以 下「甲」という。 ）と神戸市（以下 「乙」という。） は、三田市

民病院と済生会兵庫県病院の再編統合による急性期医療の確保のため、地方自

治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の２第１項の規定により、次のとおり連携

協約を締結する。 

 （目的） 

第１条 この連携協約は、三田市民病院と済生会兵庫県病院（以下「両病院」と

いう。）の再編統合による新統合病院（以下「新統合病院」という。）の円滑

な整備について、基本的な方針及び役割分担を定めるものである。 

 （基本方針） 

第２条 甲及び乙は、前条に規定する目的を達成するため、役割を分担し、連携

して事務を執行するものとする。 

（役割分担） 

第３条 甲及び乙の役割は、次に定めるとおりとする。 

 (1) 新統合病院の整備 

  ア  甲は、設置者として新統合病院の整備事務を行う。 

  イ  乙は、北神地域の急性期医療を確保するため、新統合病院の整備に伴う

財政支援を行う。 

 (2) 新統合病院の整備事業に係る用地取得 

  新 統 合 病 院の整 備 事 業 に 係 る用地 取 得 事 務 に 関する 甲 及 び 乙 の 役割は 、

別表の役割分担の欄に掲げるとおりとする。 

２  前項に定めるもののほか、甲及び乙の役割分担に関し特に必要があると認め

るときは、甲及び乙が協議して別途定める。 

 （補則） 

第４条 この協約に定めるもののほか、両病院の再編統合に伴う急性期医療の確

保に関し必要な事項は、三田市長及び神戸市長が協議して定める。 

附  則  



この協約は、令和６年３月31日までの間で、三田市長及び神戸市長が協議して

定める日から施行する。 

 

 こ の 連 携 協 約 の締 結 を 証 す る た め、 本 協 約 書 ２ 通 を作 成 し 、 甲 及 び 乙が 記名

押印のうえ、それぞれ各１通を保有する。 

   

令和６年３月27日  

 

三田市三輪２丁目１番１号 

甲  三田市 

                 代表者  三田市長  田村  克也 

 

 

神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

乙  神戸市 

代表者 神戸市長  久元  喜造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第３条関係） 

項目 取組内容 
役割分担 

甲  乙  

新統合病

院の整備

事業に係

る用地取

得 

事業認定申請 事業認定申請手続き等

に係る業務に取り組

む。 

事業認定申請手続き等

に係る業務に協力して

取り組む。 

法規制関係手

続（土地取得

に係るものに

限る。） 

各種法規制除外申請手

続き等に係る申請書作

成に取り組む。 

各種法規制除外申請手

続き等に係る申請書作

成に協力して取り組

む。 

事業区域の決

定 

事業区域の決定に取り

組む。 

事業区域の決定に協力

して取り組む。  

事業説明会等 説明会の開催、事業計

画の説明に取り組む。 

説明会の開催準備・進

行管理の補助に協力し

て取り組む。 

基礎調査 公図、公簿調査、権利

調査及び現場踏査等の

基礎調査に取り組む。 

公図、公簿調査、権利

調査及び現場踏査等の

基礎調査に協力して取

り組む。 

用地測量・官

民境界協定 

取得する用地の測量、

それに伴う現地境界立

会等の業務に取り組

む。 

取得する用地の測量、

それに伴う現地境界立

会等の業務に協力して

取り組む。 

土地評価 鑑定評価の発注、標準

地評価調書や土地調書

の作成等の土地評価に

関する業務に取り組

む。 

標準地の選定等の土地

評価に関する業務に協

力して取り組む。 

地権者交渉 地権者交渉に協力して 地権者交渉に取り組



取り組む。 む。 

契約 用地取得の契約締結業

務等に取り組む。 

用地取得の契約関係書

類の作成等に協力して

取り組む。 

登記事務 登記事務に取り組む。 登記事務に協力して取

り組む。 

租税特別措置

法関係 

協議書及び証明書類作

成、各種証明書の地権

者への配付等に取り組

む。 

協議書及び証明書類作

成、各種証明書の地権

者への配付等に協力し

て取り組む。 

 

 


